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第Ⅰ章 食料の安定供給の確保に向けた取組

第１節 食料自給率及び自給力について

（１）我が国の食料自給率・自給力指標

食料自給率とは、国内の食料消費が国産でどの程度まかなわれているかを示す指標です。

平成26年度の我が国の食料自給率は、カロリーベースで39％、生産額ベースで64％となっ

ています。食料自給率は、長期的に減少傾向で推移しており、先進国中最低水準となって

います（図２－Ⅰ－１）。

このため、「食料・農業・農村基本計画」（平成27年３月閣議決定）においては、国内外

での国産農産物の需要拡大や、食育の推進、食品に対する消費者の信頼の確保及び国内農

業生産の拡大に取り組むことにより、平成37（2025）年度の食料自給率を、カロリーベー

スで45％へ、生産額ベースで73％へ引き上げる目標を示しています。

図２－Ⅰ－１ 我が国と諸外国の食料自給率の比較

資料：農林水産省「知ってる？日本の食料事情～日本の食料自給率・食料自給力と食料安全保障～」

食料自給力指標とは、「日本国内のみでどれだけの食料（カロリー）を最大限生産する

ことが可能か」（食料の潜在生産能力）を試算したものです。この指標は、現在国内にあ

るすべての田んぼや畑で食べも

のを作ることを前提として、生

産できるカロリー量を示してお

り、４通りの作付けパターンが

あります。世界中で異常気象が

起きたり、米・小麦など穀物の

収穫量が伸び悩んでいることか

ら、これからの日本の食べもの

についてみんなで考えるための

目安として生まれました。

（図２－Ⅰ－２）
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図２－Ⅰ－２ 食料自給力の考え方

資料： 農林水産省



58

関東農政局では、食料自給率及び食料自給力について、食料・農業・農村基本計画関東

ブロック説明会、同都県別説明会及び各種団体が開催した会合等の中で説明したほか、地

方自治体等の広報誌・機関誌へ寄稿し、周知に努めました。

（２）関東農政局管内の都県別食料自給率（生産額ベース及びカロリーベース）

都県別食料自給率（生産額ベース）の積算基礎になっている農業産出額について、管内

の平成26年の状況をみると、全国の農業産出額の合計84,279億円のうち、関東農政局管内

の合計は21,524億円（25.5％）となっています。また、主要部門ごとの農業産出額の全国

に占めるシェアを見ると、野菜は36.4％、花きは30.8％、豚は28.7％、鶏卵は27.3％、果

実は26.0％、工芸農作物は19.7％となっています。

都県別の全国順位を見ると、野菜が茨城県の第２位、千葉県の第３位を始め６県、生乳

が栃木県の第２位を始め５県、果実が長野県の第４位を始め３県が上位10位以内に入って

いるなど、多くの部門において管内の各都県が上位10位以内に位置しており、各都県で立

地条件等を活かした多様な農業生産が展開されています（表２－Ⅰ－１）。

表２－Ⅰ－１ 関東管内各都県の農業産出額の全国順位（平成26年）

資料：関東農政局「2016関東農業マップ」

全国 100.0 17.1 0.5 26.6 8.8 4.1 2.2 8.0 6.8 5.6
関東 100.0 13.6 0.3 38.1 8.9 4.9 1.7 5.8 7.5 6.0

25.5 20.4 14.9 36.4 26.0 30.8 19.7 18.6 28.7 27.3
1 北 海 道 新 潟 北 海 道 北 海 道 青 森 愛 知 北 海 道 北 海 道 鹿 児 島 茨 城
2 茨 城 北 海 道 福 岡 茨 城 山 形 千 葉 鹿 児 島 栃 木 宮 崎 千 葉
3 鹿 児 島 秋 田 佐 賀 千 葉 和 歌 山 福 岡 静 岡 熊 本 千 葉 鹿 児 島
4 千 葉 茨 城 栃 木 熊 本 長 野 静 岡 沖 縄 群 馬 北 海 道 広 島
5 宮 崎 山 形 群 馬 愛 知 山 梨 埼 玉 熊 本 千 葉 茨 城 岡 山
6 熊 本 宮 城 埼 玉 埼 玉 愛 媛 長 野 群 馬 岩 手 群 馬 愛 知
7 愛 知 千 葉 愛 知 群 馬 熊 本 茨 城 宮 崎 愛 知 愛 知 新 潟
8 青 森 福 島 岡 山 長 野 静 岡 鹿 児 島 三 重 茨 城 栃 木 北 海 道
9 栃 木 岩 手 熊 本 栃 木 福 岡 北 海 道 青 森 宮 城 岩 手 青 森
10 新 潟 栃 木 滋 賀 福 岡 福 島 熊 本 岩 手 長 野 青 森 兵 庫

12位　群馬 11位　長野 15位　長野 13位　静岡 14位　千葉 18位　栃木 18位　茨城 15位　静岡 22位　静岡 12位　静岡
13位　長野 16位　埼玉 16位　茨城 18位　神奈川 18位　茨城 22位　神奈川 19位　埼玉 22位　埼玉 25位　埼玉 16位　群馬
15位　静岡 31位　静岡 23位　千葉 35位　東京 24位　群馬 24位　群馬 24位　千葉 28位　神奈川 27位　長野 20位　栃木
17位　埼玉 36位　群馬 27位　静岡 42位　山梨 26位　栃木 25位　東京 26位　栃木 40位　山梨 30位　神奈川 21位　埼玉
34位　山梨 44位　山梨 38位　山梨 28位　神奈川 31位　山梨 35位　長野 45位　東京 40位　山梨 31位　神奈川
35位　神奈川 45位　神奈川 42位　神奈川 31位　埼玉 40位　神奈川 45位　東京 40位　長野
47位　東京 47位　東京 44位　東京 41位　東京 41位　山梨 41位　山梨

44位　東京 46位　東京

豚 鶏　卵

構成比

関東の全国シェア

野　菜 果　実 花　き 工芸農作物 生　乳

全
国
順
位

　 農業産出額 米 麦　類
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都県別食料自給率は、国全体の総合食料自給率の基となるデータや都県ごとの統計デー

タを基に算出しています。算出に当たっては、各都県における人口の性別・年齢別等の構

成を考慮せず、全て同一であると仮定しています。

平成25年度の生産額ベース食料自給率の都県別は、前年に比べ茨城県で上昇、７県（栃

木、埼玉、千葉、神奈川、山梨、長野、静岡）で低下し、残りの２都県（群馬、東京）は

前年と同じでした。

また、平成25年度のカロリーベース食料自給率の都県別は、前年に比べ栃木県で上昇、

山梨県で低下し、残りの８都県（茨城、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、長野、静岡）

は前年と同じでした（表２－Ⅰ－２）。

表２－Ⅰ－２

資料：農林水産省大臣官房政策課食料安全保障室 「平成25年度（概算値）、平成24年度（確定値）の都道

府県別食料自給率」

注：1) 都県別の食料自給率は「食料需給表」「作物統計」「生産農業所得統計」等を基に農林水産省で試算

2) 関東計の食料自給率は「平成25年度（概算値）、平成24年度（確定値）の都道府県別食料自給率」より試算

3) 総人口は総務省「平成25年人口推計」(25年10月1日現在)、農業就業人口は「2010年世界農林業センサス

（概数値）」、農地面積は「平成25年耕地及び作付面積統計」

（単位：％） （単位：％）

２４年度 ２５年度 前年度との差 ２４年度 ２５年度 前年度との差 総人口 農業就業人口 農地面積

茨城県 72 72 0 125 126 1 茨城県 2.3 4.3 3.8

栃木県 72 75 3 120 113 -7 栃木県 1.6 3.1 2.8

群馬県 34 34 0 92 92 0 群馬県 1.6 2.2 1.6

埼玉県 11 11 0 23 22 -1 埼玉県 5.7 2.8 1.7

千葉県 28 28 0 69 67 -2 千葉県 4.9 3.6 2.8

東京都 1 1 0 4 4 0 東京都 10.4 0.5 0.2

神奈川県 2 2 0 14 12 -2 神奈川県 7.1 1.1 0.4

山梨県 20 19 -1 85 83 -2 山梨県 0.7 1.3 0.5

長野県 53 53 0 123 119 -4 長野県 1.7 3.8 2.4

静岡県 17 17 0 56 52 -4 静岡県 2.9 2.7 1.5

関東計 18 18 0 43 41 -2 関東計 38.8 25.4 17.8

カロリーベース 生産額ベース 全国に占める割合（％）
（参考）

平成２５年度（概算値）、平成２４年度（確定値）の都県別食料自給率
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（３）米消費拡大の取組

「米粉利用拡大の取組」を最優先課題に据え、「米飯学校給食の推進」と併せ、一層

の米消費拡大を推進

ア 米粉利用拡大の取組

関東農政局では、米粉の利用拡大を目指す関東米粉食品普及推進協議会（平成

15年６月設置。以下「推進協議会」という。）と連携し、米粉食品を消費者がよ

り一層身近に感じ利用してもらえるよう、推進協議会会員とともに各種イベント

で、新商品及び米粉レシピの紹介、米粉食品販売店情報等についての情報発信に

取り組みました。

（ア）ＰＲ活動の実施

平成27年４月に「米穀の新用途への利

用促進に関する基本方針」（以下「新た

な基本方針」という。）が見直されたこ

とに伴い、推進協議会は、平成27年７月

８日に関東農政局会議室において、推進

協議会会員等延べ60名を対象に、新たな

基本方針についての説明会、米粉の普及

・需要拡大に向けた意見交換会及び新用

途向けの新たな米穀加工技術の紹介を行

いました。

説明会では、平成37年における米粉の

生産努力目標を10万ｔに設定したことや、米粉の消費増加を促すためには米をピ

ューレー状やゼリー状に加工し、加工コストの低減を図ることが有効なこと、小

麦粉にはない保湿性や加工のしやすさ等米粉の特性や機能性を付与する技術の活

用により、魅力ある新商品を開発しアピールすることが必要であると説明がされ

ました。

意見交換会では、新商品開発には実需への助成が必要（実需者）、米粉の認知

度は上がっているが、使い方がわからない（消費者）、

需要を喚起するには、大々的なＰＲ活動が必要（製

造業）、作り手と使い手の仲介が出来れば米粉はも

っと普及する（地方自治体）等活発な意見が出され

ました。

最後に、新用途向けの新たな米穀加工技術の紹介

では、開発者から米ゲルの製造方法や今後の可能性

についての説明を受け、展示品の米ゲルで作ったシ

ュー生地と食パンを前に熱心に質問する姿が見受け

られました。

米ゲルで作った食パン等

説明会風景
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（イ）米粉料理講習会の開催

前年に引き続き、推進協議会と連携し、家庭または地域において米粉の利用が

更に広がることを促すため、各地域で親子、一般消費者、栄養士、食生活改善推

進員及び地域女性組織会員を対象とした米粉料理講習会を開催しました（平成28

年度３月末時点で延べ19回開催、491人が参加）。

講習会では、食料自給率の現状や米粉の特性及び可能性等について説明し、参

加者からは「扱いやすい」、「食感が良い」、「今後使用してみたい」等の感想が寄

せられました。

（ウ）米粉情報の発信

推進協議会発行による「関東米粉食品メールマガジン」を毎月１回配信すると

ともに、関東農政局ホームページの「米粉情報」ページ（http://www.maff.go.
jp/kanto/syokuryou/komekojouhou/index.html）に、米粉製品情報をはじめ、アレル
ギー対応販売店や米粉レシピ等の情報を掲載しています。

イ 米飯学校給食の推進の取組

（ア）現状

米飯学校給食については、昭和51年に導入されて以降徐々に増加し、平成19年

度には全国平均で週3.0回となったことから、文部科学省は平成21年に、週３回

以上（週３回以上実施されている地域や学校については週４回程度などの目標設

定を促す）とする新たな目標を設定しました。

なお、平成26年度における米飯学校給食の実施回数は、全国平均で週3.4回（農

林水産省調べ）、関東農政局管内は週3.2回（関東農政局調べ）となりました。

また、学校給食における米粉パン等の導入状況についてみると、全国では給食

実施校の69％に当たる20,601校で、関東農政局管内では同61％に当たる5,382校

で導入されています（農林水産省調べ）。

（イ）取組

関東農政局管内の都県・市区町村等の学校給食関係者に対し、政府備蓄米を無

償で交付する学校給食用等政府備蓄米交付制度の活用を促すとともに、我が国の

食料事情や米飯給食の必要性を説明し、米飯（米粉パン等を使用した給食を含む）

回数増加に向けた協力を要請しました。
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第２節 食育の推進

（１）食育推進と国産農林水産物の消費拡大

「第２次食育推進基本計画」に基づく食育の推進

平成28年3月18日に、28年度から32年度を計画期間とする「第３次食育推進基本計画」

が作成されましたが、それまでの５年間は、平成23年3月31日に作成された「第２次食育

推進基本計画」（以下「基本計画」という。）に基づき、「周知から実践へ」をコンセプト

とし、以下の３つを重点課題として推進してきました。

① 生涯にわたるライフステージに応じた間断ない食育の推進

② 生活習慣病の予防及び改善につながる食育の推進

③ 家庭における共食を通じた子どもへの食育の推進

数値目標として定められた11項目（13目標値）のうち、「1．食育に関心を持っている国

民の割合」、「2．朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数」、「5．栄養バランス

等に配慮した食生活を送っている国民の割合」、「9．農林漁業体験を経験した国民の割合」、

「10．食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合」、「11．推進計画を作

成・実施している市町村の割合」の６項目について、作成時の値に比べて改善を示しまし

た。関東農政局としても、11項目の目標達成のため、特に若い世代に向け、地方自治体、

企業、大学、料理人等と連携するとともに食育推進ネットワークの強化を図り、国産農林

水産物の消費拡大を目的として、交流会、セミナー等の各種取組を実施してきました。

なお、基本計画の目標値及び現状値は以下のとおりです。

資料：平成22年度「食育の現状と意識に関する調査」(内閣府)、平成27年度「食育に関する意識調査」(内閣府)、平成19年度「児童

生徒の食生活等実態調査」((独)日本スポーツ振興センター)、平成22年度「児童生徒の食事状況調査」((独)日本スポーツ振興

センター)、平成20年「国民健康・栄養調査」(厚生労働省)、平成26年「国民健康・栄養調査」(厚生労働省)、平成21年度文部

科学省学校健康教育課調べ、平成26年度文部科学省学校健康教育・食育課調べ、平成24年度文部科学省学校健康教育課調べ、

平成21年度「食育の現状と意識に関する調査」(内閣府)、平成21年度内閣府食育推進室調べほか、平成27年度内閣府食育推進

室調べほか、平成22年度「「食事バランスガイド」認知および参考度に関する全国調査」(農林水産省)、平成27年度「食生活及

び農林漁業体験に関する調査」(農林水産省)、平成22年度「食品安全確保総合調査」(食品安全委員会)、平成22年度内閣府食

育推進室調べ、平成27年度内閣府食育推進室調べ(参考：食育白書http://www.maff.go.jp/j/syokuiku/wpaper/pdf/b_1_2_2.pdf）

目標
具体的な目標値 　作成時（22年度） 　現状値（27年度） 目標値（27年度）

1 食育に関心を持っている国民の割合の増加
①食育に関心を持っている国民の割合 70.5% 75.0% 90%以上
2 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数の増加
②朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数 週9回 週9.7回 週10回以上
3 朝食を欠食する国民の割合の減少
③朝食を欠食する子供の割合 1.6% 1.5% 0%
④ 朝食を欠食する20歳代・30歳代男性の割合 28.7% 32.1% 15%以下
4 学校給食における地場産物等を使用する割合の増加
⑤学校給食における地場産物を使用する割合 26.1% 26.9% 30%以上
⑥学校給食における国産食材を使用する割合 77% 77% 80%以上
5 栄養バランス等に配慮した食生活を送っている国民の割合の増加
⑦栄養バランス等に配慮した食生活を送っている国民の割合 50.2% 63.4% 60%以上
6

⑧内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の予防や改善のための適切な食
事、運動等を継続的に実践している国民の割合

41.5% 42.9% 50%以上

7 よく噛んで味わって食べるなどの食べ方に関心のある国民の割合の増加
⑨よく噛んで味わって食べるなどの食べ方に関心のある国民の割合 70.2% 71.1% 80%以上
8 食育の推進に関わるボランティアの数の増加
⑩食育の推進に関わるボランティア数 34.5万人 34.4万人 37万人以上
9 農林漁業体験を経験した国民の割合の増加
⑪農林漁業体験を経験した国民の割合 27% 36% 30%以上

10 食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合の増加
⑫食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合 37.4% 63.4% 90%以上

11 推進計画を作成・実施している市町村の割合の増加
⑬推進計画を作成・実施している市町村の割合 40% 76.7% 100.0%

「第2次食育推進基本計画」における目標値と現状値

内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の予防や改善のための適切な食事、運
動等を継続的に実践している国民の割合の増加
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国産農林水産物の消費拡大

また、農林水産省では、「フード・アクション・ニッポン」の取組を展開しています。

「フード・アクション・ニッポン」の目標は「”おいしいニッポンを”残す、創る」こ

とにあり、日本の食を次の世代に残し、創るために、民間企業・団体・行政等が一体と

なって推進する、国産農林水産物の消費拡大の取組です。

具体的には、企業・団体の方々に「推進パートナー」に登録していただき、国産農林

水産物の利用促進や消費拡大に取り組んでもらっています。「フード・アクション・ニ

ッポン」では、推進パートナーについて、のぼりやポスター等の販売促進ツールの配布、

公式サイトでの取組紹介等を行い、その活動展開を支援しています。

また、国産農林水産物の消費拡大に寄与する事業者・団体などの取組を広く募集し、

優れた取組を表彰する「フード・アクション・ニッポンアワード」を開催しています。

「フード・アクション・ニッポンアワード2015」では、「大賞」、「商品部門」・「販売

活動部門」・「食文化・普及啓発部門」・「研究開発・新技術部門」の４部門の賞と「食べ

て応援しよう！賞」（東日本大震災の被災地の食材を活かした商品や食品製造業を支援

する取組等を表彰する賞）、「インバウンド賞」（訪日外国人に向けた国産農林水産物の

消費に貢献する商品や取組等を表彰する賞）、「審査委員特別賞」（先進的な商品や活動

などとして審査委員が認めた商品や取組等を表彰する賞）において、合計61件の受賞が

ありました（2015年度の審査結果一覧http://www.syokuryo.jp/award/award15/list/）。

この他、「入賞」の取組が158件ありました。

同アワードでは、関東農政局管内の企業・団体が毎回、多数、受賞しています。これ

ら受賞企業・団体は、製品開発・販路開拓や食文化の啓発等を、他の団体や地域と広が

りをもって連携している点に特徴があり、さらなる取組の発展が期待されます。

（２）食育月間の取組

基本計画では、毎年６月を「食育月間」、毎月19日を「食育

の日」と定めており、関東農政局管内では27年度の「食育月間」

において以下の取組を実施しました。

ア 「食育月間」における消費者の部屋特別展示等の実施

埼玉県男女共同参画推進センター交流サロン及びさいたま

新都心合同庁舎２号館１階エントランスホールの２か所にお

いて、「日本型食生活」、「教育ファーム」、「地域版食事バラ

ンスガイド」、「関東地域食育推進ネットワーク参加者の取組」

等のパネル展示やパンフレット等の配布を行いました。

来場された方からは、「様々な情報を見ることができとても参考になった。改め

て和食を見直したい。」、「わかりやすい展示で興味が持てました。」などの御意見を

いただきました。

その他、各地域センターにおいても、食育を推進するため、関東農政局管内で「日

本型食生活」等のパネル展示やパンフレットの配布を行いました。
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イ 食育月間セミナーの開催

関東農政局では、平成27年６月16日に、食育月間セミ

ナー「アンチエイジング＆野菜と発酵調味料」を開催し、

350名の方が参加しました（トピックスを参照）。

また、各地域センターにおいてもセミナー等を開催し、

水戸地域センターでは、平成27年６月27日に、「未来に

羽ばたけ茨城っ子!食べ方が変わると強い選手になる!

今、スポーツ食育!」をテーマにシンポジウムを開催し、

160名の方が参加しました（事例１を参照）。

（３）企業と連携した取組

関東農政局では、平成28年２月26日に大手町ファース

トスクエアカンファレンス（東京都千代田区）において、

「平成27年度 企業の食育活動の実践に関する交流会」を

開催し、積極的に食育活動を行う企業や団体、料理人、

大学、学生団体等が参加しました（95名）。

テーマは、「日本の『食』と『農』その魅力を考える！

－「企業」「若者」「海外」から見た食育－」とし、はじ

めに、（「企業」の視点）新人研修の一環として農業体験を取り入れている千葉銀行か

ら、次に、（「若者」の視点）企業と連携しメニュー提案などを行っている神奈川県立

保健福祉大学食育サークルシーラボ☆から、最後に、（「海外」の視点）ミラノ博日本

代表料理人であり、フランス、ベルギーで日本の食や食材の魅力を発信した日本橋ゆ

かり野永氏から、それぞれ事例紹介をいただいた後、食環境ジャーナリスト金丸氏を

コーディネーターとして意見交換を行いました。

金丸氏から現場における連携事例の紹介があり、「学生と企業」「生産者と企業」「学

生、生産者、行政」などの協働、連携について、意見交換が行われました。最後に、

「食育推進は、地域の様々な関係者と行政も一緒に、どのように連携したら理想的か

ということについて、コミュニケーションを取ることが最も重要である」とまとめて

いただきました。

（URL：http://www.maff.go.jp/kanto/syo_an/seikatsu/shokuiku/ibento/280226kig

youkouryukai.html）

（４）「日本型食生活」の実践等栄養バランスに配慮した食生活を考える取組

基本計画では、食育の推進の目標として、「栄養バランス等に配慮した食生活を送

っている国民の割合」を60％以上とすることとしており、関東農政局では、栄養バラ

ンスに優れた「日本型食生活」の普及を図るため、ライフステージを意識した、食へ

の関心を高めるための各種イベントを行いました（月間の取組を含む）。

意見交換の様子

展示の様子
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関東農政局管内における食育イベント実施事例

時期 開催 イベント内容 対象者

平成27年5月 甲府地域センター お米の誕生から消費まで 小学生

平成27年6月 消費生活課、業務課 「アンチエイジング」＆「野菜と発酵調味料」 一般消費者

平成27年6月 東京地域センター お魚やクジラの栄養を知ろう！ 一般消費者

平成27年6月 水戸地域センターほか 未来に羽ばたけ茨城っ子！食べ方が変わると強 子育て中の親

い選手になる!今、スポーツ食育!

平成27年8月 甲府地域センター 知ってる？日本の食料事情～日本の食料自給 消費者団体

率・食料自給力と食料安全保障～

（５）食育推進ネットワークの活動を進める取組

関東農政局では、食に関心のある方々や食育を実践している会員の相互の活動を側

面から支援するため、平成27年度は各都県ごとの「食育推進ネットワーク」において、

交流会を開催しました。

なお、平成28年度の交流会については、管内10都県のネットワークを統一した「関

東食育推進ネットワーク」において開催します。

食育推進ネットワーク交流会の開催事例

ネットワーク名 時期 開催内容

茨城食育推進ネットワーク 平成27年８月 市場、卸売会社の取組紹介、市場見学、質疑応答

食育ネットとちぎ 平成27年６月 食育活動紹介「私の取り組む食育・・・伝えたい。食と

農、命の大切さと感謝の心・・・」、情報交換

群馬地域食育推進ネットワーク 平成27年７月 活動発表「食育活動を通した国産農産物の消費拡

大」、質疑応答

さいたま食育推進ネットワーク 平成27年９月 （事例２参照）

ちば食育推進ネットワーク 平成27年７月 講演「地域の伝統的な食文化の保護・継承に向け

て」、意見交換

東京食育推進ネットワーク 平成27年８月 講演「日本食文化の魅力を世界に向けて発信」、グ

ループ討議「日本食文化」

神奈川食育推進ネットワーク 平成27年８月 食育活動事例発表、グループディスカッション

食育推進ネットワークやまなし 平成27年７月 工場見学、食育活動事例発表「もう一度考えよう食育

～教育の現場から～」、意見交換

食育情報リンクネットながの 平成27年９月 活動報告、意見交換会

食育ネットしずおか 平成27年９月 講演「食育～フードバレー」、グループ交流会
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また、毎月19日の「食育の日」には、メールによる情報提供「関東食育ネット通信」

を発行し、新しい施策や会員主催イベントの紹介、参加者の取組概要等の情報提供を

行っています。

食育推進ネットワークについては、関東農政局ホームページ「食育ひろば」をご

覧下さい。（URL：http://www.maff.go.jp/kanto/syo_an/seikatsu/shokuiku/index.h

tml）

（６）大学等と連携した取組

関東農政局では、生活環境の変化等で食生活が乱れることの多い大学生に対して、

食に関する正しい知識と経験の機会を提供し、適切な食生活の実現と食や農林漁業へ

の理解と共感を目的として、大学と連携し各種イベントを行いました（食育月間の取

組、食育推進ネットワークの取組を含む）。

関東農政局管内における大学等と連携した取組事例

時期 主催 開催内容 大学等

平成27年４月 前橋地域センター 食育まつり 明和学園短期大学

平成27年５月 業務課 食育関連パネル展示等 女子栄養大学

平成27年６月 水戸地域センター スポーツ食育シンポジウム 学校法人中川学園調理技術専門学校

平成27年６月 水戸地域センター 食育関連パネル展示等 茨城キリスト教大学、常磐大学、鯉淵学

園農業栄養専門学校、日本農業実践学

園、中川学園調理技術専門学校

平成27年７月 甲府地域センター 工場見学等 山梨学院短期大学

平成27年７月 前橋地域センター 和食・食文化を活かした食育 明和学園短期大学

活動

平成27年８月 東京地域センター 日本食文化の魅力 東京家政大学短期大学部、織田栄養専

門学校

平成27年９月 静岡地域センター フードバレー 等 東海大学短期大学部、静岡県立大学

浜松地域センター

平成28年２月 地域食品課 企業・学生等食育実践交流会 神奈川県立保健福祉大学

（７）「和食」の保護と次世代への継承

食育月間の取組や食育推進ネットワークでは、和食料理人、

企業等と連携し、「和食」の保護・継承に向けた取組を行いまし

た。

また、和食ガイドブックを活用し、「和食」は単なる料理では

なく、四季折々の豊かな自然を尊重し食を通して、家族や親戚、

地域を結びつけ、地域ごとに多様に発展した日本人独自の大切

な食文化であることを伝えました。
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事例１

『未来に羽ばたけ茨城っ子!食べ方が変わると強い選手になる!今、スポーツ食育!』

開催日：平成27年６月27日（土)

開催地：水戸市総合教育研究所３階視聴覚ホール（茨城県水戸市）

参加者：160名

水戸地域センターでは、６月の食育月間に、生活協同組合パルシステム茨城や茨城

県農業協同組合中央会、学校法人中川学園調理技術専門学校、

株式会社フットボールクラブ水戸ホーリーホックと連携し、「未

来に羽ばたけ茨城っ子!食べ方が変わると強い選手になる!今、

スポーツ食育!」をテーマにシンポジウムを開催しました。

内 容

（１）講演

高崎健康福祉大学教授の木村典代氏から「食べ方が変わると

強い選手になる」と題して、スポーツ食育の利点や強くなる選手の食行動・食意識、

強い選手になるために必要なことなどについて講演していただきました。

（２）パネルディスカッション

パネリストにサッカー日本代表サムライブルー専属

料理人の西芳照氏、常総市立豊岡小学校栄養教諭の山

崎富江氏、水戸ホーリーホック寮母の櫻井恵美子氏、

茨城キリスト教大学生活科学部在学の高橋渚氏、講師

の木村典代氏を招き、コーディネーターを水戸地域セ

ンター鶴岡総括農畜産安全管理官が務め、「食事と体

力・運動能力との関係」や「強い選手になるには」、「食生活を改善しバランスの良い

食生活を継続するには」などについて討論を行いました。

質疑応答では、参加者から、「スポーツで怪我をしにくい食事の内容」や「料理を作

ったときのビタミン類不足の対応」などについての質問がありました。

（イベントの概要は、http://www.maff.go.jp/kanto/syo_an/seikatsu/shokuiku/ib

ento/270627ibaraki_ibentogaiyou.htmlを参照。）

事例２

『平成27年度 さいたま食育推進ネットワーク交流会』

開催日：平成27年９月８日(火)

開催地：株式会社埼玉県魚市場（さいたま市）

参加者：33名（さいたま食育推進ネットワーク会員）

関東農政局は、管内で食育に取り組む又は関心のあ

る団体・個人を会員とする「さいたま食育推進ネット

ワーク」の平成27年度交流会として、「魚のことをも

っと知ろう！」をテーマに交流会を開催しました。

パネルディスカッション

講演

市場内見学
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内 容

（１）市場内見学

（株）埼玉県魚市場課長代理の榊和彦氏から市場内の施設を案内していただきま

した。

（２）講演

① （株）埼玉県魚市場執行役員部長の小磯二治生

氏から「魚市場の役割と流通事情について」と題

して、当市場の業務や役割のほか、施設の規模や

取扱量の推移などを説明していただきました。

② マルハニチロ（株）増養殖事業部長伊藤暁氏か

ら「水産養殖業の動向とクロマグロ養殖について」

と題して、国内外の養殖の現状、世界のマグロ類

の漁獲高やクロマグロ完全養殖の状況などについ

て説明していただきました。

（３）取組事例発表

さいたま市食生活改善推進員協議会理事の金谷美智子氏から魚を使った料理のコ

ツや魚の缶詰を使ったレシピなどを紹介していただきました。

（４）意見交換

「魚を食生活に取り入れるには？」をテーマに、「家庭での魚料理の状況」や「手

軽に魚を料理するには」など活発な意見交換が行われました。

交流会後のアンケートでは、「埼玉県内の魚市場や魚事情について聞けて良かっ

た。」、「肉に比べ魚の種類は多く選ぶのに苦労するが体に良いので摂取するように

したい。」などの感想がありました。

（イベントの概要は、http://www.maff.go.jp/kanto/syo_an/seikatsu/shokuiku/i

bento/270908saitama_kouryukaigaiyou.htmlを参照。）

熱心に聞き入る参加者
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第３節 食の安全と消費者の信頼の確保

（１）消費・安全行政の推進

消費・安全行政を推進するとともに、消費者をはじめ関係者への情報提供を行う

関東農政局は、農薬等の生産資材の適正使用・管理の推進、家畜防疫体制の強化、農業

生産工程管理（ＧＡＰ）
※１

推進体制の整備、米トレーサビリティ法及び食糧法遵守事項

に基づく監視・指導、牛トレーサビリティ制度の適正な運用、食品表示の適正化に向けた

監視・指導業務等を行いました。

このほか、食品の安全確保を一層図る観点から、食品に起因する事故、事件の発生や消

費者の健康被害の拡大を防ぐため、日頃から本省、本局及び支局等関係各課との連携体制

の構築に努めている。

また、「消費者相談窓口」を開設し、消費者からの食

の安全等に関する相談を102件（３月９日現在）対応し

ました。このほか、さいたま新都心合同庁舎２号館１階

の関東農政局「消費者の部屋」において常設展示
※２

を

行っているほか、同合同庁舎１階エントランスホール及

び埼玉県男女共同参画推進センター交流サロンにおい

て、定期的に特別展示
※３

を実施し、関東農

政局の施策について情

報提供を行いました。さらに、「平成26年度食料・農業

・農村白書の公表について」や「食品安全セミナー ～

家庭でできる食品安全～ の開催について」等、農政や

食品の安全性に関する情報を17件(３月９日現在)、メー

ル及びＦＡＸにより消費者団体等に提供しました。

※１ 農業生産工程管理（ＧＡＰ：Good Agricultural Practice）

農業生産活動を行う上で必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿って、農業生産

活動の各工程の正確な実施、記録、点検及び評価を行うことによる持続的な改善活動。

※２ 「常設展示」については、新たな食料・農業・農村基本計画、食の安全、食品表示、食育等に関

するパンフレット、パネル展示及び投書箱の設置を行っている。

※３ 「特別展示」については、農林水産省の主要な施策の中からテーマを決めて、パネル展示等を行

っている。

消費者の部屋（常設展示）

埼玉県男女共同参画推進セン

ター交流サロン（特別展示）
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（２）食品の安全等に関するコミュニケーションの推進

消費者との意見交換会等を実施するとともに、消費者関連情報を提供

食の安全と消費者の信頼確保に向けた取組を推進するためには、消費者をはじめとした

関係者に対し、日頃から農林水産省の各種施策を理解してもらうための情報提供に努める

ことが重要です。また、農林水産省に対するこれら関係者の意向を把握し、施策に反映し

ていくことも求められています。

このため、関東農政局及び関東管内の地域センタ

ーにおいて、各地域の消費者団体を対象に「新たな

食料・農業・農村基本計画」、「食品トレーサビリテ

ィ」等をテーマとした意見交換会を開催しました。

平成27年８月に東京都で開催した「新たな食料・

農業・農村基本計画」の意見交換会では、食料自給

率向上の取組や環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）

協定における国内農業への影響などについて活発な

意見交換が交わされ、参加者を対象とした満足度の

アンケートでは５段階評価で4.4という高評価となりました。

また、平成28年３月に関東農政局（埼玉県）で開催した「食品トレーサビリティ、機能

性表示食品、輸入食品の安全性確保」をテーマとした埼玉県内の消費者団体との意見交換

会では、食品トレーサビリティ制度は、「消費者にとって、非常に安心感を与える取組で

ある」との意見が出されたほか、輸入食品の安全性確保では、「食品のほか容器包装等も

検査が行われていることに信頼が深まった」との意見が出され、同満足度は4.3となりま

した。

このような、消費者団体や事業者等を対象とした会合形式のコミュニケーションなどを

計26回開催するとともに、消費者団体や公的機

関が開催する講習会等に、食品安全をテーマと

する講師として関東農政局、地域センター職員

を計５回派遣しました。

なお、関東農政局では、食の安全、消費者の

信頼確保に対する消費者等との相互理解を促進

する取組として、消費者の部屋ホームページ(h

ttp://www.maff.go.jp/kanto/syo_an/shouhi/)

を開設し、農林水産省における消費・安全に関

する施策情報を提供しています。

消費者団体との意見交換会の様子

食品安全に関する学習会への講師派遣
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（３）リスク管理の推進

ア 農作物の安全性向上のためのリスク管理の推進

農作物の安全性向上のためのリスク管理を推進するため、ヒ素、かび毒、農薬

等の実態調査を実施

（ア）有害化学物質等の実態調査

食品の安全性を向上させるためには、生産から消費にわたる各段階のうち必要

な段階で、科学に基づいた適切な措置を講じる必要があります。そして、措置の

必要性やその内容を検討するためには、ヒトの健康に悪影響を及ぼす可能性があ

る有害化学物質等が、どの食品にどの程度含まれているかを知ることが重要です。

このため、農林水産省は、農林水産物等に存在するさまざまな化学物質等のうち、

想定される健康への悪影響の程度等を考慮して優先的にリスク管理を行うべきも

のを選定し
※１

、「サーベイランス・モニタリング計画」
※２

に基づいて、安全性向

上対策の検討に必要な実態調査を実施しています。関東農政局は、ヒ素及びかび

毒の実態調査に際して試料採取等を行っています（表２－Ⅰ－３）。

表２－Ⅰ－３ 有害化学物質等の実態調査の実施状況

※１ 農林水産省では、収集した食品安全に関わる情報や、消費者、食品事業者など関係者の意見をもと

に、今後優先的にリスク管理を行うべき有害化学物質及び有害微生物を選定し、「農林水産省が優先的

にリスク管理を行うべき有害化学物質のリスト（平成28年１月８日現在）」及び「農林水産省が食品の

安全性に関するリスク管理を優先的に行うべき有害微生物のリスト（平成24年３月23日現在）」を作成

している。

※２ サーベイランス・モニタリング計画

※１のリストに掲載された有害化学物質・有害微生物のうち、食品中の含有実態を知る必要がある

ものについては、サーベイランス・モニタリング計画を作成している。５年間の計画を定めた中期計

画とそれに基づき毎年策定される年次計画があり、これらに基づいて実態調査を実施している。なお、

「サーベイランス」とは、問題の程度、又は実態を知るための調査で、「モニタリング」とは、矯正的

措置をとる必要があるかどうかを決定するために、傾向を知るための調査をいう。

調査点数

全国

水田土壌中ヒ素含有実態調査 ヒ素

国内の水田土壌及び同水田で生
産される米のヒ素含有実態を詳
細に把握し、コメ中ヒ素のリス
ク管理措置の検討に活用するた
めの調査

水田土壌
米

各1000

農産物のかび毒含有実態調査

デオキシニバレノール
(DON)及びアセチル体（3-
アセチルDON、15-アセチル
DON）、DON-3グルコシド、
ニバレノール(NIV)及びア
セチル体（4-アセチル
NIV）、ゼアラレノン、T-2
トキシン、HT-2 トキシン
及びジアセトキシスシルペ
ノール（DAS）

DON、NIVについては、リスク管
理措置の有効性を検証するた
め、国産麦類における全国的な
含有実態（遊離体とｱｾﾁﾙ体や配
糖体との比率）及び年次変動を
把握。
その他については、国産麦類に
おける全国的な含有実態及び年
次変動を把握し、リスク管理の
必要性を検討。

小麦
大麦

120
100

調査名 危害要因 調査の概要 調査対象
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（イ）農薬の使用状況調査及び残留実態調査

関東農政局では、リスク管理に係る施策の企画・立案等のための基礎資料等を

得るため、農産物（米穀、野菜、果樹）について、農家等での農薬の使用状況調

査及び残留実態調査（いずれの調査も平成27年度計画で80点）を実施しました。

なお、調査結果については、農林水産省において取りまとめを行い、農林水産

省ホームページ（http://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_monitor.html）にて公表

しています。

イ 生産資材の適正な使用・管理の推進

生産資材の適正な使用・管理のため、農薬では飛散防止対策の指導や疑義資材の

製造業者等への指導を、愛がん動物飼料では販売業者に対する立入調査等を、肥料

では原料汚泥の管理を実施

（ア）農薬の適正使用の取組

平成27年度、関東農政局管内において、数例の農産物において農薬残留基準値

を超過した事案が発生しました。関東農政局では、県等の原因究明や再発防止に

向けた取組に対して指導を行うとともに、残留基準値の超過に至った原因（農家

の誤使用、散布器具の不洗浄等）を踏まえ、生産現場における適正な農薬選定・

農薬使用等についての周知を図りました。

また、農薬登録を受けることなく、農薬効果を標榜するなどのラベル表示のあ

る資材（無登録農薬疑義資材）について、表示の是正を行うよう製造者、販売者

に指導を行いました。

加えて、「住宅地等における農薬使用について」（平成25年４月26日付け25消安

第175号・環水大土発第1304261号農林水産省消費・安全局長、環境省水・大気環

境局長通知）の周知のため、管内都県が主催する講習会、研修会に、職員の講師

派遣を行いました。

（イ）愛がん動物用飼料（ペットフード）の安全性の確保に関する対応

関東農政局では、愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律（平成20年法律

第83号。以下「ペットフード安全法」という。）に基づき、ペットフードの安全性

の確保を図るため、ペットフードの事業者（製造業者・輸入業者）からの届出に

より事業内容を把握するとともに、販売業者（小売）に対する立入調査及び販売

業者（卸売）に対する立入検査を実施し、そのうち表示の基準に違反する事業者

に対しては指導・助言を実施しました。また、ペットフードの集取・試験を行い、

同法の普及・啓発、法令の遵守状況、成分規格の適合状況等の把握に努めました。

また、平成27年１月には、さいたま新都心合同庁舎２号館内において、ペット

フードの事業者を対象にした「ペットフード安全法に関する説明会」を２回にわ

たり開催し、ペットフード安全法の概要や事業者の遵守事項等について説明を行

いました。



73

（ウ）汚泥肥料の放射性セシウム濃度についてのモニタリング

東日本大震災に伴う原発事故により、肥料原料となる下水汚泥等に相当程度の

放射性物質が検出されたことを受け、平成23年６月に原子力災害対策本部は公共

上下水道や集落排水の汚泥について、放射性セシウム濃度に応じた埋立て・保管

等のルールを定めるとともに、汚泥を製品として利用する場合には関係府省が安

全性を評価した上で利用してもよいとするなどの方針を示しています。

農林水産省は、放射性物質が含まれる下水汚泥等を肥料原料として利用する際

には、適切な管理措置を講ずる必要があることから、放射性物質を含む汚泥肥料

利用に関する基準・ルールを策定（「汚泥肥料中に含まれる放射性セシウムの取

扱いについて」（平成23年６月24日付け消費・安全局長通知））し、原料汚泥中の

放射性セシウム濃度が200Bq/kg以下である汚泥肥料は、流通させて差し支えない

ものとする等の方針を示しています。

この通知に基づき、汚泥から放射性セシウムが検出された都県の原料汚泥の排

出事業者（食品会社、公共下水、集落排水施設、し尿処理施設など）は、放射性

セシウム濃度を計測し、基準値以下の原料汚泥についてのみ流通させています。

関東農政局では、毎月、当該事業者から出荷した原料汚泥の放射性セシウム濃度

の報告を求めることにより、原料汚泥の管理を行っています。

また、製品となった汚泥肥料については、独立行政法人農林水産消費安全技術

センターが検査を実施し、その結果は各県ごとに取りまとめ農林水産省のホーム

ページ（http://www.maff.go.jp/j/syouan/soumu/saigai/hiryo_kekka.html）で

公表されています。

ウ 農業生産工程管理（ＧＡＰ）の推進

更なる取組の拡大と高度なＧＡＰの取組を推進

農林水産省は、食品安全、環境保全や労働安全に関する法規や制度を踏まえた高

度な取組内容を含む農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤として、平成22年４月

に「農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン」（以下、この

節において「ガイドライン」という。）を策定しました。

ガイドラインでは、品目別に我が国の農業生産活動において実践を奨励すべき取

組を明確化し、個々の法令等に定められている取組をパッケージとして取りまとめ

ています。各実施者においては、ガイドラインの内容を確保しつつ、地域の実情に

応じて新たな内容を付加し、発展させることも可能です。

農林水産省では、ＧＡＰの更なる取組の拡大と取組内容の高度化を図るため、平

成27年度までにＧＡＰ導入産地を3,000産地、ガイドラインに則したＧＡＰ導入産

地を1,600産地とすることを政策目標としています。

平成27年３月末現在で全国のＧＡＰ導入産地は2,713産地
※１

、ガイドラインに則
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したＧＡＰ導入産地は1,010産地となっています。

関東農政局管内においては、これまでの取組等により、ＧＡＰ導入産地は、平成

27年３月末現在で393産地、ガイドラインに則したＧＡＰ導入産地は241産地となっ

ています。なお、調査対象産地（産地強化計画等を作成している）648産地のうち、

ＧＡＰ導入産地は61％になっており、前回調査(平成26年３月末現在)の61％に対し

１ポイントの増となっています。

平成27年度においてはGLOBAL G.A.P.
※２

の取得促進及び国際的に通用するＧＡＰ

の策定と国際規格化の推進による輸出環境の整備をすることを政策目標として、「産

地活性化総合対策事業」によりＧＡＰの普及推進を支援しています。

関東農政局管内においても、本事業の「販路拡大等を目指したＧＡＰの普及推進」

の事業を利用し、輸出を含めて取引相手が求めるＧＡＰに対応できるよう、食品の

安全性の向上等、ＧＡＰの質の向上に向けた取組に必要な指導者や生産者リーダー

を養成する研修会の開催等の取組を支援しています。

今後も、ＧＡＰ導入産地の更なる取組の拡大と併せて取組内容の高度化を推進し

ていくとともに、農産物の輸出拡大のために海外の取引相手が求めるＧＡＰの認証

取得を推進する必要があります。

※１ 本文中の産地数は、野菜、米、麦、果樹、大豆の産地強化計画等を作成している産地を対象として

調査。

※２ 農産物生産における安全管理を向上させることにより、円滑な農産物取引環境の構築を図るととも

に、農産物事故の低減をもたらすことを目的に、欧州の流通小売の大手企業が独自で策定していた食

品安全規格を標準化するため、民間団体である欧州小売業組合（ＥＵＲＥＰ）が平成12（2000）年に

EUREPG.A.P.を設立。その後、平成19（2007）年にGLOBAL G.A.P.に改称。
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取組事例：入間くみあい製茶（埼玉県入間市）の活動

埼玉県入間市の入間くみあい製茶では、平成８年ごろからトレーサビリティの取

組を行っており、安全性の確保に関する意識を高く持っていました。また、組合員

の高齢化が進んでいたため、今後、雇用や作業委託により茶園管理を行う際、未経

験者や未習熟者に対してわかりやすいルールが必要だと考え、組合ではＧＡＰ手法

を導入しました。また、取引先の信頼を得て販路を拡大するために認証制度のある

ＪＧＡＰ
※３

にステップアップしました。

ＪＧＡＰに取り組むに当たっては、組合の役員と県の普及指導員が何度も打合せ

を行って、組合員にわかりやすく、かつ、組合の実情に合った手順書になるよう、

工夫しました。また、組合として団体認証を取得することで、事務的な役割の大部

分を組合が担って個々の組合員の負担を軽減しています。組合では、第三者認証の

仕組みを導入したことにより、組合員がこれまで以上にリスク回避を確実に行うよ

うになったため、事故品発生の未然防止につながっています。また、組合の取組を

きっかけに、周辺の生産者にもＧＡＰの取組が広がりつつあります。このため、組

合が産地のリーダーとなって、狭山茶産地全体の品質向上とブランドイメージの向

上が期待されます。

※３ Japan Good Agricultural Practiceの頭文字で、日本の生産者、小売業者、卸業者、食品製造業者、
営農指導関係者、研究者などにより開発されたＧＡＰのスキーム。日本の法律ならびに生産環境、社
会環境などを考慮している。（「ＪＧＡＰ（Japan Good Agricultural Practice）総合規則2014」（日本
ＧＡＰ協会）より）

入間くみあい製茶生葉農家ＪＧＡＰ手順書

検討の様子（写真提供：埼玉県）

※画像を加工しています。

整理整頓された道具類と農薬保管庫の様子

（写真提供：埼玉県）



76

（４）動植物防疫の取組

ア 病害虫防除対策の推進

効果的かつ安全な防除技術確立のための技術的な検討等を実施

（ア）ウメ輪紋ウイルス（ＰＰＶ）のまん延防止対策の実施

平成21年４月に東京都青梅市のウメの樹で、これまで我が国で報告がなかった

「ウメ輪紋ウイルス（プラムポックスウイルス：ＰＰＶ）
※
」による植物の病気

の発生が確認されました。このことから、農林水産省では、各都道府県と協力し、

継続的に全国のＰＰＶ発生状況の調査を行っています。これまでの調査で、ＰＰ

Ｖの感染が確認された地域のうち、関東農政局管内においては、東京都の８市町

（青梅市、あきる野市及び日の出町の全域並びに八王子市、羽村市、奥多摩町、

昭島市及び福生市の一部地域）を植物防疫法

に基づく緊急防除の防除区域に指定し、当該

区域からウメやモモなどの規制対象植物の移

動を禁止するとともに、感染植物の処分を実

施しています。都道府県の行うこれらの調査

や感染植物の処分等に係る取組について、消

費・安全対策交付金により支援しています。

関東農政局では、ＰＰＶの感染植物が確認

された地域において、そのまん延を防止し、

早期根絶を達成するため、関係者へ適切な助言・指導等を行いました。

（参考）東京都における緊急防除区域は下記の農林水産省ホームページを参照。

http://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/keneki/k_kokunai/ppv/pdf/map_tokyo.pdf

※ 「ＰＰＶ」とは、モモ、スモモなどのサクラ属植物に感染する植物ウイルスで、アブラムシにより媒

介されるほか、穂木や苗の移動により感染が広がります。モモやスモモでは、葉に退緑斑点や輪紋が生

じるほか、果実の表面に斑紋が現れ、商品価値が損なわれたり、成熟前の落果により減収するとの報告

があります。これまでのところ、ウメでは、果実への顕著な症状は確認されていません。

（イ）キウイフルーツかいよう病の新系統（Psa3）について

平成26年５月に、これまで国

内で発生が確認されていなかっ

たPsa3系統が、国内で初めて愛

媛県で確認されました。本病（P

sa3）は、平成27年までに関東

農政局管内の静岡県、茨城県、

神奈川県、東京都及び千葉県の

5都県を含む、全国13都県での

発生が確認されています。関東

農政局では今後の防除対策と感

染経路の特定に資するため、関係者への適切な助言・指導等を行いました。

キウイフルーツかいよう病の新系統（Psa3）による

枝の枯死（写真提供：愛媛県）

ウメの葉の症状
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（ウ）臭化メチルに依存しない防除技術の普及・推進

臭化メチルは、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書締約国

会合で、フロンなどと同様にオゾン層破壊物質として指定され、我が国では、平

成24年末で土壌消毒用途、平成25年末で収穫物（くり）用途が全廃されました。

このため、臭化メチルによらない病害虫防除のためのマニュアルの作成、生産現

場へ代替技術の普及が進められています。

関東農政局では、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構中央農業

総合研究センター主催による「臭化メチル剤から完全に脱却した産地適合型栽培

マニュアルの開発技術講習会」の開催希望を都県に照会しました。また、代替技

術であるヨウ化メチルくん蒸剤の適切な使用について、助言・指導等を行いまし

た。

（エ）総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の普及・推進

環境に配慮した農業生産を実現するため、これまでの化学農薬の使用を主体と

する防除のみならず、天敵生物の利用、光や熱の利用等様々な防除技術を組み合

わせた、「総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ：Integrated Pest Management）」の普

及・推進のため、「消費・安全対策交付金」により、防除技術の確立や実証に係

る経費についての支援を行いました。

（オ）無人ヘリコプターを利用した病害虫防除における安全対策の強化

近年、病害虫防除を目的とした無人ヘリコプターの利用増加に伴い、安全対策

の強化が求められています。このため、関東農政局管内各都県における無人ヘリ

コプターによる病害虫防除の実施状況を把握するとともに、安全対策の強化を図

るため、生産者、周辺住民、行政機関等をメンバーとする協議会等の組織作りの

推進等について、関係者に対する指導を行いました。また、これまでに発生した

事故については情報を収集・分析し、今後の安全対策に役立てられるように、事

故防止ポイントを関係者に対し周知しました。

（カ）輸出農作物に係る病害虫防除の推進

台湾向けに輸出されるりんご、なし、もも、すももの生果実については、台湾

側の輸入検査で、モモシンクイガが発見された場合、１回目は当該都道府県から、

同一年に２回目の発見があった場合には日本全国からの当該生果実の輸出が禁止

されています。このため、関東農政局では、関係県に対し、生産園地での防除及

び選果の徹底を指導しているところです。

関東農政局では、生産地における防除の徹底と、選果施設で適切に選果を行う

よう、県に対する指導・助言を行っています。
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イ 家畜伝染病の発生に備えた対応

家畜伝染病の発生予防・発生時の迅速な対応のため、発生時の関東農政局体制の

強化､都県との連携体制の維持・強化を実施

関東農政局では、高病原性鳥インフルエンザ等の特定家畜伝染病の発生に備える

ため、関東農政局管内の全出先機関を対象として、関東農政局が整備している対策

マニュアルに基づく取組について机上演習を実施し、発生時の体制強化を図りまし

た。

また、特定家畜伝染病の発生時において、管内都県と国が一体となって迅速かつ

適切な対応を行えるよう、関東農政局（管内出先機関を含む）は、都県が開催する

防疫演習会等に参加し、本病発生に際しての対応について意見交換等を行い、管内

都県等との連携体制の維持・強化を図りました。

平成26年４月に熊本県、同年12月に宮崎県（２例）及び山口県、平成27年１月に

岡山県及び佐賀県において高病原性鳥インフルエンザが発生した際には、管内の小

売店やレストラン等における「当店では、報道のありました発生県の鶏肉は取扱っ

ておりません」等の不適切な表示等に対する監視活動を実施しました。

（参考）対策マニュアルに基づく取組

管内において特定家畜伝染病が発生した場合、関東農政局では、対策マニュアル

に基づき、以下の取組を行います。
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（５）消費者の信頼の確保

ア 米トレーサビリティ法及び食糧法遵守事項に基づく監視・指導

米穀等の適切かつ円滑な流通の確保のための監視・指導を実施

（ア）米トレーサビリティ制度の周知

米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（平成21年

法律第26号。以下「米トレーサビリティ法」という。）は、米穀等（米及び米加

工品）に関し、食品としての安全性を欠くものの流通を防止し、表示の適正化及

び適正かつ円滑な流通を確保するため、米穀事業者（生産者、製造業者、流通業

者、小売業者、外食事業者など）に対して、平成22年10月１日から米穀等の取引

等の記録の作成・保存を、平成23年７月１日から米穀等の産地情報の伝達を義務

付けています。

関東農政局では、施行から５年が経過する中で、米穀事業者及び一般消費者に

対して、都県単位及び地域単位で制度説明会を開催し、パンフレットの配布、個

別相談対応等を行うとともに、生産、流通、製造、小売、外食及び消費の各段階

に応じて、制度の周知・普及を行いました。

（イ）米トレーサビリティ法に基づく監視・指導

米穀事業者等に対して、法の義務の履行確認を行うとともに、一般消費者に対

する産地情報伝達が適正に行われているか否かについて立入検査を実施していま

す。

平成27年度は、米飯類を対象として外食事業者を中心に立入検査を実施しまし

た。

取引等の記録の作成・保存及び産地情報伝達について、適正に履行していない

事業者に対しては、指導等により改善を図りました。

（ウ）食糧法遵守事項に基づく監視・指導

主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成６年法律第113号。以下「食

糧法」という。）に基づく米穀の出荷販売業者の遵守事項
※１

に規定している用途

限定米穀
※２

については、定められた用途以外に使用することを禁止し、主食用

の米穀とは明確な区分管理を行うこと等を義務付けていることから、これら事項

が遵守されているか否かについて、用途限定米穀の生産者や実需者に対して立入

検査を実施しています。

平成27年度は、生産者、出荷販売事業者等に対し立入検査を実施し、遵守すべ
き事項について、適正に履行していない事業者に対しては、指導等により改善を
図りました。

※１ 「食糧法の遵守事項」とは、食糧法第７条の２に定める「米穀の出荷販売事業者が遵守すべき事

項を定める省令（平成21年農林水産省令第63号）」をいいます。

※２ 用途限定米穀とは、米穀の出荷販売事業者が遵守すべき事項を定める省令（平成21年農林水産省

令第63号）第１条第１項に定める主食用以外に用途を限定して生産され、若しくは出荷され、又は

出荷後に用途を限定するため区分された米穀（加工用米、新規需要米、備蓄米等及び国又は米穀安

定供給確保支援機構が用途を限定して販売等を行った米穀）をいいます。
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（エ）米穀流通監視相談窓口

米トレーサビリティ制度に対する問合せ、不適正な米穀の流通に関する情報の

提供等に対応するため、関東農政局及び関東農政局管内支局に「米穀流通監視相

談窓口」を設置し、不適正な米穀に関する情報提供や問い合わせ等を受け付け、

対応しました。

なお、関東農政局及び関東農政局管内支局の「米穀流通監視相談窓口」の連絡

先は関東農政局ホームページ（http://www.maff.go.jp/kanto/syokuryou/keikak

u/kome_toresa/index.html）に掲載しています。

イ 牛トレーサビリティ制度の監視・指導

牛トレーサビリティ制度の信頼確保のため、生産段階及び流通段階における監視

・指導を実施

農林水産省は、牛海綿状脳症

（ＢＳＥ）のまん延防止措置の

的確な実施や国産牛肉に係る個

体識別のための情報提供を促進

し、消費者の利益増進を図るた

め、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措

置法（平成15年法律第72号）に

基づき、牛を個体識別番号によ

り一元管理し、生産から流通・

消費の各段階で当該個体識別番

号を確実に伝達するために、牛トレーサビリティ制度を構築しています。

関東農政局では、本制度の信頼確保のため、生産段階での耳標の装着や所定の届

出の徹底を図るとともに、流通段階における適正な個体識別番号の表示・伝達及び

帳簿の備え付けがなされているかどうか等の調査を行いました。

なお、各支局等は、管理者（畜産農家）への巡回調査の際、リーフレット等を配

布し、死亡牛埋却の防止や死亡届提出の励行を呼びかけています。
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ウ 食品表示の適正化

生鮮食品等の表示状況調査の実施、食品表示110番の情報等を活用した立入検査

等の実施、制度の普及・啓発により食品表示の適正化を推進

関東農政局では、「食品表示法」（平成25年法律第70号）並びに「農林物資の規格

化等に関する法律」（昭和25年法律第175号。以下「ＪＡＳ法」という。）に基づく

食品表示の適正化の推進のため、小売店舗等を巡回し、生鮮食品等の表示状況調査

を実施しました。

また、生鮮食品等の表示調査のほか、食品表示110番の情報等を活用して食品表

示法並びにＪＡＳ法違反の疑いのある食品関連事業者等に対する立入検査等を実施

し、法令違反が確認された食品関連事業者等に対しては、適正な表示に是正するよ

う、厳正に対処しました。

（ア）生鮮食品等の表示状況調査の実施

平成27年度は、小売業者、中間流通業者

（卸売業者、製造業者等）を日常的に巡

回し、生鮮食品については名称、原産地等

が、加工食品については名称、原材料名、

原料原産地名等が、それぞれ適正に表示さ

れているかどうかを、また、有機農産物に

ついては有機ＪＡＳマークが付された上で

適正に「有機○○」等と表示されているか

どうか等の調査を行いました。

（イ）食品表示110番による監視

広く国民から不適正な食品表示に関する情報等を受け付けるため食品表示110

番を設置しています。平成27年度においても引き続き、不適正な食品表示に関す

る情報提供等を受け付け、対応しました。

（ウ）立入検査、改善指導等

生鮮食品等の表示状況調査、食品表示110番の情報等を活用し、食品表示につ

いて食品表示法並びにＪＡＳ法違反の疑いのある業者に対し、事実確認のため、

法令に基づく立入検査等を行い、不適正表示を確認した場合には、指示・公表す

ることを基本とし、常習性がなく過失による一時的なものであることが明らかで

あり、かつ、改善方策を講じている場合は、指導を行いました。なお、農林水産

省ホームページ（http://www.maff.go.jp/j/jas/kansi/shido.html）にて指導件

数等を公表しています。
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第４節 食品産業及び関連産業の発展

（１）食品産業の概要

ア 食品産業の概要

関東農政局管内の食品産業の全国シェアは、食品製造業
※１
（出荷額）、飲食料品卸

売業（販売額）、飲食料品小売業（販売額）とも約４割と大きなウェイトを占める

食品製造業・食品流通業・外食産業からなる食品産業は、農林水産物の生産・加工・

流通・消費に至る一連の食品供給の流れ（フ―ドシステム）の中で、食料の安定供給や

食生活の多様化・高度化を支えるという点で、生産部門である農林水産業と並んで重要

な役割を担っています。

関東農政局管内の食品産業が全国に占める割合は、食品製造業の出荷額が約14兆円で、

39.2％、飲食料品卸売業（農畜産物、水産物卸売業を含む。）、飲食料品小売業の販

売額がそれぞれ約33兆円で45.8％、約13兆円で39.1％といずれも約４割と大きなウェ

イトを占めているとともに、地域経済においても重要な位置付けとなっています。

また、関東農政局管内の全製造業※２に占める食品製造業の出荷額の割合は13.4％、

飲食料品卸売業、飲食料品小売業の販売額がそれぞれ16.8％、26.1％となっています（表

２-Ⅰ-４）。

表２-Ⅰ-４ 関東農政局管内食品産業の概況

単位：10億円

全 国 管 内

区 分 (A) (B) シェア(％)

(B)／(A)

食 品 製 造業出荷額 35,533 (11.6) 13,939 (13.4) 39.2

全 製 造 業 出 荷 額 305,140 (100.0) 103,850(100.0) 34.0

飲食料品卸売業販売額 71,553 (20.1) 32,748 (16.8) 45.8

全 卸 売業販売額 356,652 (100.0) 194,550(100.0) 54.5

飲食料品小売業販売額 32,207 (26.4) 12,602 (26.1) 39.1

全 小 売 業 出 荷 額 122,177 (100.0) 48,231(100.0) 39.5

資料：食品製造業出荷額は経済産業省「工業統計」（平成26年）。飲食料品卸売業販売額及び飲食料品小売

業販売額は、経済産業省｢商業統計｣(平成26年）。

※１ 食品製造業＝食料品製造業＋飲料・たばこ・飼料製造業

※２ 食品製造業は従業者４人以上の事業所
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イ 食品の流通構造の合理化と流通機能の高度化

多様化する消費者ニーズに対応するため、食品等の流通部門の構造改善を図り、施

設等の整備を支援

食品産業を取り巻く環境は、少子高齢化による世帯員数の減少及び高齢化世帯の増加

に基づく社会構造の変化、多様化する消費者ニーズなどにより、大きく変化してきてい

ます。

食品の流通部門は、その用途と商品の特性から、産地から消費者への生鮮食品の流通、

産地から食品製造業者、外食業者といった加工・業務用需要者への生鮮食品の流通、食

品製造業者から消費者への加工食品の流通の３つに大別され、事業者間の競争の中で合

理化が図られていますが、安全で高品質な食品を求める消費者ニーズへ対応しつつ、こ

れらを安定的に供給していくには、事業者の更なる取組や異業種を含めた広範囲の連携

を推進し、流通機構の合理化を図っていく必要があります。

このため、関東農政局では、食品の流通構造の合理化と流通機能の高度化を図ること

を目的とした「食品流通構造改善促進法」に基づき、食品製造業者等が策定した製造・

流通・販売施設等の整備に関する構造改善計画（以下「構造改善計画」という。）の認

定を行っています。構造改善計画が認定された食品製造業者等は、同計画に基づく施設

等の整備を行う場合に、（株）日本政策金融公庫からの低利融資や（公財）食品流通構

造改善促進機構を通じたリース方式による設備の導入支援を受けることができます。

なお、平成27年度における構造改善計画の認定は10件でした。（計画変更の認定４件

を含みます。）

事例：食品販売業者と農業者の連携による安定供給への取組（群馬県）

群馬県の食品販売業者が同県内の農業者（養鶏業者及び野菜生産者）と５年間の取

引契約を結び、国産農産物（鶏卵及び野菜）の安定的な取引を通じた農業者の販路確

保を図るとともに、品質管理の高度化に対応した新しい販売施設を整備しました。こ

れにより安全で高品質な食品を求める消費者ニーズに対応した商品の提供が可能とな

り、同時に鶏卵及び野菜の生産量増加に伴う地域農業の振興への寄与も期待されます。

ウ 食品産業の組織化

中小企業の組織化による経済的地位の向上を図るため、中小企業等協同組合法等

に基づく事業協同組合等の設立認可及び運営指導

食品産業の大部分を占める中小企業は、概して経営規模が小さく、人材不足や技

術力、信用力が低いこと、また、資金調達力、情報収集力が弱いなど事業活動等に

おいて不利な立場になる場合が多くなっています。そこで、中小企業者が相互扶助

の精神に基づき、組織化して協同で経済事業を行うことにより、経済的地位の向上

を図っています。
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中小企業者の組織化を図る手段として、「中小企業等協同組合法」や「中小企業

団体の組織に関する法律」があり、関東農政局では、中小企業者による事業協同組

合等の設立認可、運営指導を行っています。平成27年度は、新たに69組合（設立認

可８組合、移管入61組合）が関東農政局所管の認可組合となり、２組合が解散した

ことから、平成28年３月末現在の関東農政局所管の認可組合数は、611組合となっ

ています。

（２）食品産業における環境対策の推進

食品産業においては、温室効果ガスの排出削減、食品廃棄物及び容器包装廃棄物の

減量化、再利用化、再資源化といった環境に配慮した一層の取組が求められています。

ア 食品産業分野における地球温暖化対策の推進

地球温暖化対策として、温室効果ガスの削減や省ＣＯ２効果の「見える化」への

対応及び省エネ法への対応

国の「低炭素社会づくり行動計画」の中で、（食品製造業者等は）商品の製造や

エネルギーを消費するたびに大気中へ排出されるＣＯ２の排出量を商品に表示する

「見える化」を、商品・サービスの提供を通じて消費者へ広く普及させることが提

唱されています。一部の団体、企業ではすでにＣＯ２削減目標を定め、その達成に

向けて努力していると同時に、特定商品のＣＯ２排出量を算定し、表示化を実施し

ています。

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）において、特定事業者

は、省エネルギーを推進するため、エネルギー管理統括者等の選任、判断基準の遵

守、定期報告書の提出等の義務、中長期的にみて年平均１％以上のエネルギー消費

原単位の削減の目標が課せられています。

国は、事業者に対する省エネ法の遵守状況を確認するため、「現地調査」を順次

行っています。これまで、調査対象に指定した業種に属する工場等を原則として全

て調査する「業種指定調査」及び全工場等から無作為抽出した一定数の工場等を調

査する「無作為抽出調査」に加え、平成24年度からエネルギー消費原単位が一定程

度以上悪化している工場等を調査する「原単位ベース抽出調査」を実施しています。

関東農政局では、食品事業者を対象に定期報告書による省エネ法の遵守状況や「現

地調査」によるエネルギー合理化への取組状況の確認を行い、関東経済産業局と連

携して、省エネ法の遵守に向けた指導や同法の趣旨を理解してもらうための普及・

啓発を行っています。
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イ 食品廃棄物及び容器包装廃棄物のリサイクル

循環型社会の実現に向けて、食品廃棄物と容器包装廃棄物のリサイクルを推進

（ア）食品廃棄物のリサイクルの促進

食品廃棄物は、肥飼料等に再生利用することが可能であるにもかかわらず、大

量に廃棄されています。その一方で、最終処分場の残余容量が逼迫する等、廃棄
ひつぱく

物処理をめぐる問題が深刻化しています。このような中、食品廃棄物の発生の抑

制・再生利用等を目的として「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」

（以下「食品リサイクル法」という。）が、平成12年６月に制定（平成13年５月

施行）されました。その後、食品関連事業者
※３
への指導監督の強化と再生利用の

円滑化を図る観点から、平成19年６月に食品リサイクル法が改正（平成19年12月

施行）され、個々の食品関連事業者及び業種別の再生利用等の実施率目標が導入

されました。このことの周知及び各食品関連事業者のリサイクル等の取組状況を

確認・指導するため、関東農政局では、平成27年度に529件の調査点検を実施し

ました。また、平成20年度から食品廃棄物等の発生量が年間100ｔ以上の食品関

連事業者に対して、定期報告書の提出が義務づけられたことから、平成27年度は

関東農政局管内で全４回の説明会を開催するとともに、報告書に関わる記載内容

等についての相談を受け付け、必要に応じて指導を行うことにより、提出の迅速

化を図りました。（平成27年度関東農政局管内報告件数1,187件）

なお、食品廃棄物等は、食品の製造・流通段階における加工残さや売れ残り、

外食産業における食べ残し等として、食品関連事業者から年間約1,953万ｔ(平成

26年度）発生しています。このような状況下で、食品廃棄物等の再生利用を促進

する観点から、食品廃棄物等から飼料、肥料等に再生利用を行う優良な再生利用

事業者を育成することを目的として、関東農政局では環境省関東地方環境事務所

及び中部地方環境事務所と連携して、平成27年度に14件の再生利用事業者の新規

登録、更新等の手続きを行いました。また、関東農政局では再生利用等の状況を

確認するため、環境事務所等と連携して９件の調査点検を実施し、平成28年１月

に発覚した食品廃棄物等の不正転売事案を受け、54件の立入検査を行いました。

（関東農政局管内の登録件数56件。平成28年3月末現在）

また、関東農政局では、食品リサイクル法を推進するため、平成27年度の補助

事業において、食品廃棄物のメタン化により、分別の負担の削減を図りつつ、再

生可能エネルギー創出と農業生産の高度化に寄与する新たな食品リサイクルルー

プの構築に向けた取組を支援しました。

※３ 「食品関連事業者」とは、食品の製造、加工、卸売又は小売を業として行う者、又は飲食店業そ

の他食事の提供を伴う事業を行う者。
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（イ）容器包装廃棄物のリサイクルの促進

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（以下「容器包装

リサイクル法」という）。は、平成７年６月に制定され、容器包装廃棄物の排出の抑

制、分別収集等の措置を講じることなどにより、容器包装廃棄物の適正な処理及び資

源の有効な利用の確保を図ること、さらには、事業者に再商品化の義務の履行などを

規定しています。その後、平成18年６月の法改正により、国、地方自治体、事業者、

消費者等のすべての関係者の協働のもと、容器包装廃棄物の３Ｒ［発生抑制（Reduce）、
リ デ ュ ー ス

再使用（Reuse）、再生利用（Recycle）］の効果的な推進等を図るため、①排出抑制の
リ ユ ー ス リ サ イ ク ル

ために、小売業に用いる容器包装の使用量が50ｔ以上の事業者について、容器包装の

使用量等の定期報告の義務化、②分別基準適合物の質的向上を促進するために、事業

者が市町村に資金を拠出する仕組みの創設、③再商品化義務を履行しない事業者（い

わゆる「ただ乗り事業者」）への罰則強化等の改正が行われました。

関東農政局では、農林水産関連事業者に対し、容器包装リサイクル法に関する理解

や法令の遵守の徹底を図るため、平成27年度に87件の点検指導を実施する等、再商品

化義務の確認及び履行に向けた指導を行っています。

（ウ）普及・啓発に向けた取組

関東農政局では、関東地区における企業の環境対策への取組を推進する母体として

発足した食品関連事業者等が主催する「関東農林水産関連企業環境対策協議会」（昭

和48年10月設立）と連携し、環境施策の情報提供として環境セミナーや現地研修会を

積極的に開催したほか、行政情報を中心とした環境関連情報をメールマガジンで送付

するなど、食品産業に係る環境対策も促進しています。

その活動の一環として、環境対策や省エネ対策などを行っている企業等の現地見学

会を年に２回実施しています。平成27年度においては、バイオマス関連事業者や環境

対策を実施している企業へ訪問し、バイオマス利活用の普及・啓発を行いました。

訪問先：三浦バイオマスセンター（神奈川県三浦市）
（訪問時期・平成28年2月中旬）

神奈川県三浦市の三浦バイオマスセンター（一般廃棄物・産業廃棄物の中間処理施

設）を訪問しました。

三浦市バイオマスタウン構想の実現を目標に設立され、し尿・浄化槽汚泥の他に農

作物収穫残渣、水産残渣、下水道汚泥も受入れ、処理工程は、「水処理設備」「メタン

発酵設備」「資源化設備」「脱臭設備」で構成されており、処理過程で生成するバイオ

ガスによりガスエンジン発電機・温水ボイラを運転し、電力・熱を構内で利用してい

ます。

また、資源化設備で製造した堆肥を農業者等に提供している。

なお、農産物収穫残渣は、量や内容物が時期により大きく変動し、また異物が混入

し易いなどの問題があり、処理実績に大きな変動があります。
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バイオマス資源を有効利用することで、循環型社会に貢献するほか、施設は海沿い

に面して高台となっており、地域住民の避難所となって地元に貢献できる施設となっ

ています。

（３）卸売市場の動向

ア 卸売市場の概要

我が国総人口の38％が集中する関東農政局管内は、首都圏を中心とした食料品の

大消費地であり、多種多様な食料品流通システムを形成

生鮮食料品等の流通拠点を担う卸売市場についてみると、中央卸売市場が19市場

(全国市場数の28.3％）、地方卸売市場が263市場（同24.1％）となっています。

表２－Ⅰ－５ 関東管内の卸売市場数

設備の説明を聞く参加者 脱臭設備の一部

消費地 産地

茨城県 0 3 25 1 7 1 3 40

栃木県 1 10 1 1 0 1 2 15

群馬県 0 9 3 0 0 1 2 15

埼玉県 1 2 19 1 0 1 6 29

千葉県 0 6 18 0 24 0 3 51

東京都 11 0 5 3 0 0 6 14

神奈川県 4 1 17 4 4 0 3 29

山梨県 0 1 4 0 0 1 2 8

長野県 0 9 9 1 0 0 3 22

静岡県 2 0 15 3 18 1 3 40

19 41 116 14 53 6 33 263

67 154 367 127 317 23 104 1,092

資料：地方卸売市場に関する調査資料

注：中央卸売市場数及び地方卸売市場数は平成27年３月31日現在

計

関東地域

全国

地方卸売市場
中央卸売
市場 総合 青果

水産
食肉 花き
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イ 卸売市場の取扱高の状況

関東農政局管内卸売市場の全国に占める取扱金額の割合は、中央卸売市場にあっ

ては４割、地方卸売市場にあっては３割を占め、その価格形成において重要な役割

を果たしています。特に中央卸売市場の食肉及び花きについては、それぞれ55.2％、

72.5％とともに過半数を占めています（表２-Ⅰ-６）。

表２－Ⅰ－６ 卸売市場の取扱実績

ウ 卸売市場の整備

中央卸売市場の流通機能の強化及び市場再編整備を推進

卸売市場は、平成23年度を初年度、平成27年度を目標年度とした第９次中央卸売

市場整備計画等に基づき、「安全・安心」、「効率的」な流通システムの確立を図る

ことを目標に施設整備が進められています。

関東農政局管内の卸売市場においても、低温卸売場の導入をはじめとした施設整

備が進められ、コールドチェーン化
※４
による広域流通の実現や加工体制の強化な

どの機能強化を図っています。

※４ 生鮮食品を生産・輸送・消費の過程の間で途切れることなく低温に保つ物流方式。

低温流通体系とも呼ぶ。これにより、生鮮食品などの広域流通や長期間の保存が可能となった。

青果 水産物 食肉 花き その他 合計

管内 7,829 6,239 1,366 919 － 16,353

全国 19,178 16,014 2,475 1,268 228 39,163

全国比 40.8 39.0 55.2 72.5 － 41.8

管内 5,387 3,915 592 600 123 10,617

全国 12,770 14,406 1,460 2,326 366 31,328

全国比 42.2 27.2 40.5 25.8 33.6 33.9

（単位：億円、％）

注：中央卸売市場の取扱実績は平成25年度、地方卸売市場の取扱実績は平成27年度

資料：卸売市場データ集、地方卸売市場に関する調査資料

中央卸売
市場

地方卸売
市場
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第５節 ６次産業化の推進

（１）農山漁村の６次産業化

農林漁業者の所得の向上や農山漁村の活性化を図るため、６次産業化や農商工等連

携の取組を推進

農山漁村には、農林水産物をはじめバイオマス、自然エネルギー、風景・伝統文化等

様々な地域資源が豊富にあり、農林漁業者の所得の向上や農山漁村の活性化を図るため

には、これらの資源を活用した農林漁業者等が主体となる取組（６次産業化）や、中小

企業者と農林漁業者が有機的に連携して行う取組（農商工等連携）を推進する必要があ

ります。

具体的には、６次産業化では、平成23年３月に施行された「地域資源を活用した農林

漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（六次

産業化・地産地消法）に基づき、地域資源を活用した農林漁業者等による事業の多角化

及び高度化や、新たな事業の創出等を推進することにより、農林漁業等の振興や食料自

給率の向上等を進めています。

また、農商工等連携では、平成20年７月に施行された「中小企業者と農林漁業者との

連携による事業活動の促進に関する法律」（農商工等連携促進法)に基づき、中小企業者

と農林漁業者の経営資源を有効に活用して行う事業活動を促進し、中小企業の経営向上

や農林漁業経営の改善を図ることにより、国民経済の健全な発展を進めています。

関東農政局管内におけるこれら制度に基づく認定状況は、これまでに六次産業化・地

産地消法に基づく総合化事業計画
※１

が363件、研究開発・成果利用事業計画
※２

が11件、

農商工等連携促進法に基づく農商工等連携事業計画
※３

が146件となっています(表２-Ⅰ

-７）。

表２-Ⅰ-７ 総合化事業計画等の都県別認定件数（平成28年３月31日現在）

（単位：件）

茨城県 50 (4) 45 (4) 3 2 13
栃木県 40 (1) 39 (1) 1 2 15
群馬県 41 36 4 1 8
埼玉県 19 (1) 19 (1) 17
千葉県 36 (5) 35 (5) 1 1 12
東京都 10 (4) 7 (3) 1 (1) 2 5 23
神奈川県 27 (1) 18 (1) 2 7 11
山梨県 20 17 2 1 11
長野県 92 (4) 88 (3) 3 (1) 1 2 11
静岡県 28 24 1 3 1 25
計 363 (20) 328 (18) 17 (2) 18 11 146

注：ファンド出資案件は、（　　）書きで内数にて記載。

都県
総合化
事業計画

研究開発・
成果利用
事業計画

農商工等連携
事業計画うち

農畜産物関係
うち
林産物関係

うち
水産物関係
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表２-Ⅰ-８ 総合化事業計画の事業内容別割合

総合化事業計画の認定状況を事業

内容別に見ると、関東では加工・直

売の割合が約84％と、全国に比べ高

くなっています（表２-Ⅰ-８）。

図２-Ⅰ-３ 総合化事業計画の農林水産物別割合

対象となる農林水産物別では、野菜が約３割、

果樹が約２割、米と畜産がそれぞれ約１割となっ

ています（図２-Ⅰ-３）。

また、これら総合化事業計画の認定農林漁業者

等の方に、新商品の開発や販路開拓等の取組を支

援するとともに、新商品等を事業化していく上で

必要な施設整備等への支援を行いました。

さらに、平成27年７月には、各地域の事

業者とバイヤーから双方の課題やニーズに

ついて意見を交わし、新たな「気付き」を

創出するための「バイヤーとの地域交流会

（宇都宮会場、横浜会場）」において、事業

者やバイヤーと意見交換等を行いました。

※１ 「総合化事業計画」とは、農林漁業者等が農林水産物及び副産物の生産及びその加工又は販売を
一体的に行う事業活動に関する計画。この計画の認定を受けると、農業改良資金等の融資の特例、
補助事業による支援、ファンド資金による出資支援等を受けることができる。

※２ 「研究開発・成果利用事業計画」とは、民間事業者等が注：１の事業活動に資する研究開発及び
その成果の利用を行う事業活動に関する計画。この計画の認定を受けると、新品種の品種登録に
要する出願料等の減免（１／４）等の支援を受けることができる。

※３ 「農商工等連携事業計画」とは、新商品の開発、生産若しくは需要の開拓又は新役務の開発、提
供若しくは需要の開拓を行う計画。この計画の認定を受けると、事業資金の貸付、債務保証等の
支援を受けることができる。

（単位：％）
事業内容
加工 20.0 5.8
直売 2.6 1.5
輸出 0.3 0.9

レストラン 0.2 －
加工・直売 68.7 84.3

加工・直売・レストラン 6.5 7.3
加工・直売・輸出 1.6 0.3

計 100 100

全国 関東

交流会風景
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（２）地域農産物等を活かした加工

六次産業化・地産地消法に基づく認定事業者の取組事例

ア 新設直売所を利用した販売及び小麦新品種（ゆめかおり）や米粉、野菜等を利用

したパン・菓子・惣菜の製造・販売（茨城県石岡市）

＜取組の概要＞

茨城県石岡市の新ひたち野農業協同組合では、直売所は農業振興はもとより農業

者にとって生産する農産物の評価の場として重要であること、また、農業者の中に、

地元産の小麦粉や米粉を利用した加工品の製造・販売意欲が高く、販売先があれば

取り組みたいとの意向があったことか

ら、ＩＣＴの導入により効率的な販売

情報の管理や商品情報の提供が可能な

直売所「大地のめぐみ」を平成24年９

月にオープンさせました。この直売所

では、直売所会員が生産する小麦新品

種（ゆめかおり）や米粉を原料とする

パン・菓子、地元農産物、そ

れを利用した惣菜の製造・販

売を行い、地産地消の推進を

図っています。

イ 地域で収穫されるこんにゃく芋や野菜を使用した加工品の製造・販売（群馬県昭

和村）

＜取組の概要＞

群馬県昭和村のグリンリーフ株式会社では、これまでこんにゃく芋やはくさい、

ほうれんそう、こまつなを有機栽培し、板こんにゃくやしらたき、漬物、冷凍野菜

に加工して、全国のスーパーや生協等に販売していました。

そうしたところ、取引先から消費者向けの野菜の小分け品やカット品、半調理品

等の商品開発の依頼があったことか

ら、新たに、だいこん、ほうれんそう、

ブロッコリーの加工品開発と、ホテル

等新たな販路開拓に取り組むととも

に、こんにゃく芋の輸入が増

加した場合の対策として、し

らたきパスタ等顧客の要望に

応じた商品の開発や、こんに

ゃく芋加工品のＥＵ諸国への

輸出を行っています。

直売所「大地のめぐみ」と米粉

 

冷凍加工しパッケージされた

ほうれんそうと輸出商品のしらたきパスタ
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（３）農林水産物・食品の地域ブランド化

農林水産省では、国際競争力の強化や収益性の向上等を目指す「攻めの農林水産業」

の展開に向け、知的財産の積極的・戦略的な活用を重要な政策課題として位置付け、平

成18年２月に農林水産省知的財産戦略本部を設置しました。平成19年３月に農林水産省

の知的財産に関する総合的な戦略として「農林水産省知的財産戦略」、その後継戦略で

ある「新たな農林水産省知的財産戦略」を策定しました。さらに平成27年５月には、食

料産業のグローバル化の進展、地理的表示保護制度の導入等の近年の状況の変化を踏ま

え、平成31年度までの｢農林水産省知的財産戦略2020｣を新たに策定しました。

この戦略に基づき、多くの技術やノウハウを有する我が国の農林水産業は、国内外の

消費者のニーズに応じた商品価値の高い農林水産物・食品の生産・販売を実現すること

で、農山漁村の６次産業化、国際競争力の強化、地域活性化に繋げていくこととしてい

ます。

平成18年４月から施行された地域団体商標制度
※
への出願は、平成28年２月現在、関

東農政局管内で191件(全国1,125件の17.0％)となっています。このうち、｢農水産一次

産品及び加工食品(菓子、麺類、酒類を含む)｣の出願は、当局管内で99件(全国723件の1

3.7％)あり、出願が多い県は静岡県で25件、次いで長野県が18件となっています。これ

まで出願されているもののうち、平成28年２月現在、当局管内では44件が登録されてい

ます(表２-Ⅰ-９）。

※ 「地域団体商標制度」とは、地域の特産品に産地の地域名を付けた商標を登録することによって地

域ブランドを適切に保護するため、「地域の名称及び商品（役務）の名称等」からなる商標について、

一定の範囲で周知となった場合には、事業協同組合等の団体が地域団体商標として登録することを認

める制度（平成18年４月施行の平成17年改正商標法第７条の２)。



93

表２-Ⅰ-９ 地域団体商標の登録一覧（平成28年２月現在）

都県名 商標 （よみがな） 都県名 商標 （よみがな）

栃木県 中山かぼちゃ (なかやまかぼちゃ） 山梨県 やはたいも（やはたいも）

氏家うどん（うじいえうどん） 大塚にんじん（おおつかにんじん）

群馬県 十石みそ (じゅっこくみそ） 長野県 市田柿（いちだかき）

上州牛（じょうしゅうぎゅう） 佐久鯉（さくごい）

群馬の地酒（ぐんまのじざけ） 信州サーモン（しんしゅうさーもん）

嬬恋高原ｷｬﾍﾞﾂ(つまごいこうげんきゃべつ) 静岡県 駿河湾桜えび（するがわんさくらえび）

埼玉県 草加せんべい（そうかせんべい） 由比桜えび（ゆいさくらえび）

千葉県 房州びわ（ぼうしゅうびわ） 焼津鰹節（やいづかつおぶし）

八街産落花生（やちまたさんらっかせい） 丹那牛乳（たんなぎゅうにゅう）

市川のなし･市川の梨（いちかわのなし） 三ヶ日みかん（みっかびみかん）

富里スイカ（とみさとすいか） 川根茶（かわねちゃ）

矢切ねぎ（やぎりねぎ） 静岡茶（しずおかちゃ）

安房菜の花（あわなのはな） 沼津ひもの（ぬまづひもの）

船橋にんじん（ふなばしにんじん） 掛川茶（かけがわちゃ）

銚子つりきんめ（ちょうしつりきんめ） 三島馬鈴薯（みしまばれいしょ）

勝浦タンタンメン（かつうらたんたんめん） 掛川牛（かけがわぎゅう）

しろいの梨（しろいのなし） 東山茶（ひがしやまちゃ）

船橋のなし（ふなばしのなし） 稲取キンメ（いなとりきんめ）

東京都 稲城の梨（いなぎのなし） 三方原馬鈴薯（みかたはらばれいしょ）

江戸甘味噌（えどあまみそ） 遠州灘天然とらふぐ（えんしゅうなだて

神奈川県 小田原蒲鉾･小田原かまぼこ んねんとらふぐ）

(おだわらかまぼこ)

松輪サバ（まつわさば）

足柄茶（あしがらちゃ）

小田原ひもの（おだわらひもの）

資料：特許庁ホームページ「地域団体商標制度」

(http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/torikumi/t_torikumi/t_dantai_syou
hyou.htm）

（４）地産地消の取組

地産地消は、地域の生産者と消費者を結び付け、食料自給率の向上を図る上で重要

であるほか、直売所や加工の取組等を通じて、農業の６次産業化による地域の活性化

につながるものとして、一層の推進が求められています。

「食料・農業・農村基本計画」（平成22年３月閣議決定）においては、食料の安定

供給の確保に関する施策として地産地消の推進が位置付けられました。さらに、平成

22年12月に公布・施行された「六次産業化・地産地消法」において、生産者と消費者

との結び付きの強化等８つの基本理念が位置付けられ、国による基本方針の策定、都

道府県及び市町村による地域の農林水産物の利用についての促進計画（以下「地産地

消促進計画」と言います。）の策定を推進することとされました。

関東農政局では、地産地消の取組への各種支援や情報提供を通じ、農業者と消費者

の顔が見える関係づくりや食料自給率の向上に取り組んでいます。
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ア 地産地消優良活動表彰

農林水産省では、全国各地でそれぞれの立地条件を活かした創意工夫のある様々な

地産地消の取組・活動を募集し、その成果や持続性等について優れた取組･活動を選

定し、表彰する「地産地消優良活動表彰」を行っており、平成27年度は、６月２日か

ら７月31日の間で公募を実施しました。審査の結果、関東農政局管内の取組のうち、

なすとらん倶楽部（栃木県）及び一般財団法人南アルプスふるさと活性化財団（山梨

県）が農林水産省食料産業局長賞を受賞しました。受賞者の取組の概要については、

巻末参考で紹介しています。

イ 地産地消給食等メニューコンテスト

農林水産省では、地産地消の取組を一層促進するため、学校給食や社員食堂、外食・

弁当等において、生産者との交流促進等の取組を伴った地場産農林水産物の食材を活

用しているメニューを募集し、優れたものを選考の上、表彰する「地産地消給食等メ

ニューコンテスト」を平成20年度から開催しています。平成27年度は６月２日から７

月15日の間で公募を実施しました。審査の結果、関東農政局管内の応募のうち、学校

給食・社員食堂部門では、箕輪町立箕輪中学校（長野県）が農林水産省食料産業局長

賞を受賞しました。また、外食・弁当部門では、株式会社アクアフードジャパン（長

野県）が農林水産大臣賞を、株式会社知久（静岡県）が農林水産省食料産業局長賞を

それぞれ受賞しました。これらの受賞者のメニューの概要等については、巻末参考で

紹介しています。

（５）地理的表示保護制度の活用等を推進

我が国の農山漁村地域には、長年培われた特別の生産方法などにより、高い品質と

評価を獲得するに至った産品が多く存在しますが、これまでその価値を有する産品の

品質を評価し、地域共有の知的財産として保護する制度が存在していませんでした。

このため、平成26年６月には、品質、社会的評価その他の確立した特性と産地が結び

ついている産品について、その名称を知的財産として保護することを内容とする地理

的表示保護制度を創設する目的で「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律」が

公布され、平成27年６月に施行されました。同法に基づく登録を受けた農林水産物・

食品は、登録標章（ＧＩマーク）を付すことで、他の農林水産物・食品との差別化を

図ることが可能となります。

同制度を活用する場合、地域の生産・加工業者の団体は、農林水産物・食品の名称

や生産地の範囲、生産方法、特性等の品質基準を登録申請する必要があります。登録

された農林水産物・食品の品質管理については同団体が行うこととしており、国は、

その管理体制のチェックや、模倣品等の地理的表示の不正使用の取締りを行うことと

しています。同法の施行により、生産者及び消費者利益の保護や、地域ブランドの保

護・活用による農山漁村・地域の活性化、農林水産物・食品の輸出促進が期待されま

す。

関東農政局では、農林水産省補助事業に基づく、地理的表示保護制度中央窓口であ

るＧＩサポートデスクとの連携による制度説明会及び個別相談会を実施するととも

に、各自治体やＪＡ等の関係団体に対しても周知活動を行い、同制度の活用を推進し



95

ています。

なお、平成27年12月22日（火）に農林水産省７階講堂で行われた地理的表示登録産

品発表会・登録証授与式において、関東農政局管内からは、茨城県の「江戸崎かぼち

ゃ」が登録されました。

日本 外国

ＧＩの相互認証によるメリット

外国で我が国ＧＩを保護
⇒ ブランド価値の維持に
よる輸出の促進

日本で外国ＧＩを保護
⇒ 模倣品の排除による
誤認・混同の防止

【独自にＧＩ保護制度を
有する国の例】

○ＴＰＰ参加国
ベトナム、マレーシア、
メキシコ、ペルー、
チリ

○輸出戦略重点国
中国、韓国、タイ、
フィリピン、インドネ
シア、インド、ＥＵ、
ロシア、ブラジル
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第６節 農林水産物・食品の総合的な輸出促進

国産農林水産物・食品の世界的な評価の高まりを背景にして輸出を一層促進

（１）農林水産物等の輸出促進対策

農林水産省では平成25年８月に農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略を公表

し、この中で水産物、加工食品、コメ・コメ加工品、林産物、花き、青果物、牛肉及

び茶を輸出の重点品目とし、各品目ごとに重点を置く国・地域を定めました。国では

さらなる輸出拡大を目指して、平成28年２月に関係省庁の閣僚と有識者による「輸出

力強化ワーキンググループ」を立ち上げ、議論を行いました。
※

また、農林水産物・食品の輸出に取り組む事業者を対象に支援を行っており、その

支援の一つに輸出に取り組む事業者向け対策事業があります。

関東農政局では、平成27年度に本事業により、産地の農林漁業者や食品事業者等が

組織する団体等５事業者の取組に対して支援を行いました。各事業者は、それぞれシ

ンガポール、マレーシア、タイ及びベトナム等の国や地域において、農産物、牛肉、

水産物及びその加工食品について、国際見本市への出展及び商談会の開催等の海外販

売促進活動や、他国産との差別化を図るため規格認証の取得・更新等の輸出環境整備

等を実施しました。

（２）食品等に係る諸外国への輸出に関する証明書の発行

平成23年３月11日に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故を受けて、40を

越える国・地域が輸入規制を行っており、これらの国・地域へ日本から食品等を輸出

する際には、輸出先国が求める証明書が必要となっています。その発行手続きを行う

機関については、平成24年度までは地方農政局等及び都道府県でしたが、25年度から

は地方農政局等に一元化され、関東農政局では25年度に17,427件、26年度に17,479件、

27年度に23,857件発行しました。なお、水産物については、水産庁及び道県において

発行しています。

また、平成27年２月１日から書面による申請に加え、インターネットを利用して申

請する「輸出証明書発給システム」が導入され、このシステムを利用した輸出証明書

の発行では、申請先を含む全国の地方農政局や支局等で交付を受けることが可能とな

りました。なお、平成27年８月１日からは、インターネットを利用した申請のみとな

り、平成28年３月１日からは水産物についても「輸出証明書発給システム」が導入さ

れ、地方農政局や支局等及び水産庁、漁業調整事務所において、相互に輸出証明書の

交付が可能となりました。

※ ワーキンググループでの議論の結果、政府は平成28年５月「農林水産業の輸出力強化戦略」を取り

まとめました。


